












目的として平成 10 年 4 月に設立されました。その後、平成 12 年 2 月に本館が

























































































































































































1 .民間企業への技術移転進 I (優れている点)






























3 各種表彰・賞・新聞報道、 I (優れている点)















論文件数は 5 年間で 121 件、研究人員当り 8 件/年であり、本研
究プロジェクトの論文実績は大変良好。国際的に認知された学会
誌への投稿も多く、 Mn-Ir/CoFe の交換結合、 Co-Fe/Al-N/Co-Fe 













総括 1 I (優れている点)

























































































上記 1. -3. までの評価に基| 磁性薄膜研究分野では世界をリードする研究グループOの 1 つに
づき当初の開発研究計画の進捗|なっている。豊富な実験データに基づいた研究発表を行ない、世
状況を中心に評価すること。 I 界中の多くの研究者・技術者に影響を与えつつある。













































































2 発明、特許権その他の知 I (優れている点)











3. 各種表彰・賞・新聞報道、 I (優れている点)















































































































































































1 .民間企業への技術移転進 I (優れている点)











2. 発明、特許権その他の知 I (優れている点)










































評価: 他に優れる / c]fuに劣る〉
(優れている点)
































































上記 1. -3. までの評価に基 I (1) 当初の仮説に従って実際のシステムが創られ、臨床応用の
づき当初の開発研究計画の進捗|実践がなされている口














































































2. 発明、特許権その他の知 I (優れている点)
的財産権の状況について| 技術の安易な流出を極力抑え、蓄積に務めるとの特許戦略が明確に
示されており、大きいに評価される。平成 16 年度に 5 件、平成 17
















3. 各種表彰・賞・新聞報道、 I (優れている点)








































場開拓につなげていくことが望まれ、今後、事業化に向けた 2 、 3 年
後における多数の発表を大いに期待したい。


































































































いては、過去 2 年間で既に 8 課題が達成されており、実際にそれらの
技術を取り入れた完成度の高いリアプロを試作して高い評価を得て
いる。また、未達成の 2 課題についても、 1 つは代替技術で解決、 1
つは解決の見通しを立てている。これらの結果を踏まえ、平成 18 年


































具体的には博士課程後期 3 年生は、学術論文 1 件、国際学会発表 6
件、特許出願(発明者に一員) 12 件などの業績をあげるとともに、
平成 17 年 4 月から日本学術振興会特別研究員 (DC) に採用され活躍
している。博士課程後期 1 年生は、特許出願(発明者の一員) 9 件の


































































































































1 日時 平成 18 年 11 月 20 日(月)午後 1 時から午後 6 時まで
2 場所 丸ビルコンファレンススクエア Room1 (8F) 
(東京都千代田区丸の内 2-4-1)







(2) 各プロジェクトの活動報告(プロジェクトリーダ一発表 1 5 分、書面審査委


































時 間 次 第 等 (蔚 考
13:00-13:04; (4) 開会及びセンタ一長挨拶
E 
2 13:04-13:10' (6) 委員の紹介
3 
(1) 13:10-13:15' (5) 委員長の選出及び評価方法の説明
1 
13:15-13:30: (15) l 発表(リーダー)
「ーーーー田ーーーーーーーーーーーーーーーー『ーーー ーーーーーーーーーーー
(2) 13:30--13:35: (5) 高橋教授(報告(書面審査委員)
① (最終・ トーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー- -ーーーーーーーーーーー13:35--13:45 : (10) 5年目) :質疑(委員、リーダー、書面審査委員)
L__ ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー -・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・司・ ・・・・ ・・・・ ・・・・
13:45--14:00 , (15) :討論(委員及び書面審査委員)
14:00--14:05' (5) (発表準備)
14:05--14:20 ~ (15) l 発表(リーダー)
「ーーーーーーーーーーーーーー -・・固 ・・司' ・・・・ ・・・・ ・・ー・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・
14:20--14:25: (5) 宮本教授;報告(書面審査委員)
② (最終:トー -・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・M・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・M・ ・・・・
14:25-14:35 : (10) 5年目) :質疑(委員、リーダー、書面審査委員)
L_ ー』ーーーーーー『ーーーーーーーーーー『由 -・・・ 陶・・・ ・・・・ ・・・・ ・・圃・ ・・・・ ・・・・ ・・・圃 ・圃・・ ・・圃・ ・・・・
14:35--14:50 ; (15) l 討論(委員及び書面審査委員)
14:50-15:10' (20) 休 憩(懇談圃発表準備)
15:10--15:25 ~ (15) I 発表(リーダー)
「ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー - - - - -圃 ・・・. - ・・・E ・・・・ ・・・a ・・・・
③ 
15:25--15:30: (5) 市江教授 :報告(書面審査委員)
(3年目)←:質疑(委員、リーダー、書面審査委員) -・・・ ・園町・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ 圃圃・・ ・・・・ ・・・・ .圃・・ ・・・・15:30--15:40 : (10) 
~-ーーーーー四』ーーーーーーーーーーーーーーーー・ -・・・ ・・圃圃 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ - -
15:40--15:55 : (15) l 討論(委員及び書面審査委員)
15:55--16:00' (5) (発表準備)
16:00-16:15' (15) I 発表(リーダー)
「ー甲ーーーーーーーー -・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・岡・・
④ 
16:15--16:20: (5) 内田教授 報告(書面審査委員)
(3年目) ~質疑(委員、リーダー、書面審査委員) -------圃 ・・・・ ・・・・ - -16:20-16:30 : (10) 
ー・『ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー -・・・ ・・・同 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・幽・ ・・・圃 ・・・・ 圃・・・ - -
16:30-16:45 : (15) (討論(委員及び書面審査委員)
16:45-16:55 I (10) 休憩












市江研 。木村 格 独立行政法人国立病院機構宮城病院・院長
近藤清彦 公立八鹿病院・神経内科部長兼八鹿病院介護老人保健施設長
森谷敏夫 京都大学大学院人間環境学研究科・初受







〔平成 10 年 4 月 9 日〕
規第 4 6 号 l
(趣旨)
第 1 条 この規程は、東北大学未来科学技術共同研究センター(以下「センター」とい
う。)の組織及び運営について定めるものとする。
(目的)



















4 センター長の任期は、 2 年とし、再任を妨げない。
(副センター長)





















































第 15 条 センターの事務については、国立大学法人東北大学事務組織規程(平成 16 年
規 151 号)の定めるところによる。
(雑則)
第 16 条 この規程に定めるもののほか、センターの組織及び運営に関し必要な事項は、
センター長が定める。
附則
1 この規程は、平成 10 年 4 月 9 日から施行する。
2 この規程の施行後最初に委嘱される専門委員の任期は、第 15 条本文の規定にかか
わらず、平成 12 年 3 月 31 日までとする。
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3 東北大学未来科学技術共同研究センター(仮称)設置準備委員会規程(平成 9 年規
第 76 号)は、廃止する。
附則(平成 10 年 6 月 9 日規第 117 号改正)
1 この規程は、平成 10 年 6 月 9 日から施行する。
2 この規程の施行後最初に委嘱される東北アジア研究センターに係る次の各号に掲
げる委員の任期は、東北大学留学生センタ一規程第 1 1 条第 1 項本文の規定及び東北
大学学際科学研究センタ一規程第 14 条第 1 項本文の規定にかかわらず、当該各号に
定めるとおりとする。
一 留学生センター運営委員会委員 平成 12 年 3 月 31 日まで
二 学際科学研究センター運営委員会委員 平成 11 年 3 月 31 日まで
附則(平成 12 年 3 月 31 日規第 55 号改正)
この規程は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。
附則(平成 13 年 3 月 31 日規第 74 号改正)
この規程は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。
附則(平成 14 年 4 月 16 日規第 128 号改正)
この規程は、平成 14 年 4 月 16 日から施行する。
附則(平成 14 年 7 月 16 日規第 135 号改正)
この規程は、平成 14 年 7 月 16 日から施行する。
附則(平成 15 年 9 月 16 日規第 98 号改正)
この規程は、平成 15 年 10 月 1 日から施行する。
附則(平成 16 年 4 月 1 日規第 198 号改正)
この規程は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。
附則(平成 17 年 4 月 1 日規第 82 号改正)
この規程は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。
附則(平成 17 年 12 月 27 日規第 186 号改正)抄
1 この規程は 平成 18 年 1 月 1 日から施行する。
2 この規程施行の際現に第 1 条の規定による廃止前の次の表の中欄に掲げる規程(以
下「廃止前の規程」という。)の規定により同表の左欄に掲げる職の任にある者又は
職に併任されるものとして選考された者は、この規程施行の日においてそれぞれ第 2















制定平成 10 年 4 月 9 日
(趣旨)





第 2 条 研究プロジェクト評価委員会は、東北大学の教員以外の学識経験者による委員
若干人をもって組織する。
(委員長)
第 3 条 研究プロジェクト評価委員会に委員長を置き、委員の互選によって定める。
2 委員長は、会務を総理する。
(委嘱)
第 4 条 第 2 条に掲げる委員は、センター長が委嘱する。
(雑則)




この内規は、平成 10 年 4 月 9 日から施行する。
附則(平成 12 年 4 月 1 日改正)
この内規は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。
附則(平成 16 年 4 月 1 日改正)
この規則は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。
附則(平成 17 年 4 月 26 日改正)
この内規は、平成 17 年 4 月 26 日から施行する。
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東北大学未来科学技術共同研究センター研究プロジェクト評価要項
(平成 16 年 4 月 1 日制定)
(趣旨)
第 1 条 この要項は、東北大学未来科学技術共同研究センタ一規程(平成 16 年 4 月 1
日規第 198 号)第 13 条及び東北大学未来科学技術共同研究センター研究プロジェク




第 2 条 東北大学未来科学技術共同研究センターの設立目的を十分達成するため、開発
研究部等の研究プロジェクト評価は、研究開始後 2 年を経過した開発研究プロジェク
ト(以下「フOロジェクト」という。)の開発研究成果の評価を中心に、原則として、










第 4 条 委員の任期は委嘱した日から当該年度の末日までとし、その欠員が生じた場合
の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
2 評価協力者の任期は 1 年以内とする。
3 委員及び評価協力者は再任されることができる。
(秘密を守る義務)








第 6 条 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指
名する委員が、その職務を行う。
(評価の対象及び評価事項)













3 本条第 1 号に規定する自己評価報告書に関する細目は、センター長が定める。
(研究フ。ロジェクト評価結果の運営専門委員会への報告)












この要項は、平成 1 6 年 4 月 1 日から施行する。
-40-

